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第１ 事業計画総括表

目標数値 受 益 事業内容 事 業 量 しゅん 事 業 費 負 担 区 分

事業実施 施 設 成果目標の 対象作目・ (工種､施設 工予定

市町村名 主 体 名 畜種等名 区分､構造､ (単価､回 又は完 国 費 県 費 市町村費 その他 備考

及 び の 被災状況 メニュー 取組名 具体的な 現状値 目標 （作物・畜 面積、出 規格､能力 数､基数､ 了年月

地 区 名 （平成○ （平成○ 種名） 戸数 荷量、処 等) 台数､面積 日

所在地 内 容 年度） 年度） 理量又は 等)

頭羽数

（例） （例） 戸 ha,t ○年 円 円 円 円 円

○○市 ○○農協 ○○市 内部機器 耕種作物 土地利 処理能力の回復 土地利用型 ○○ ○○ha ○月

○○地区 ○○町 の一部が 共同利用 用型作 (米)○○ｔ 米○○ｔ 米○○ｔ 作物 ○日

破損・施 施設整備 物 (麦)○○ｔ 麦○○ｔ 麦○○ｔ (米・麦)

設全体が

稼働不能

となって

いる

小計

（注）１．「メニュー」、「取組名」の欄については、交付金実施要領別表１及び２並びに別記から該当する目標を記入すること。

２．「目標数値」の欄については、目標に対応した具体的な成果目標及びその目標数値を記入すること。

３．「対象作目等名（作物・畜種名）」の欄については、土地利用型作物、畑作物、野菜、果樹、花き、地域特産物、畜種別を記入し、( )書で作物名を記入すること。なお、土地利用型作物で主要農作物種子を対象に事業を実施

する場合は、作物名の後に種子と記入すること。また、複数作物を併記できることとする。

４．備考欄には、事業区分ごと、事業実施主体ごとに、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円 うち国費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場

合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には計及び総計の欄の備考の欄に合計額（「除税額○○○円 うち国費○○○円」）を記入すること。



第２ 事業実施対象地区及びその地区のうちの受益地の状況

対象地区名： （うち受益地： ）

各種指定等の状況

主要農作物の作付面積 主要農作物の作付面積 事業対象農作物の作付面 事業対象作物と同じ作物 事業対象となる家畜飼養頭羽 備考

全域指定の場合：○ ※△の場合 (作付面積上位順)（ha） （販売額上位順）（ha） 積（ha） 区分内におけるその他作 数等（戸、頭、千羽）

一部指定の場合：△ 区分： 物の作付面積(ha)

区 分 指定無しの場合：× 割合：

特定 振興 過疎 農用 生産 生産緑地 (作物名) (作物名) (作物名) (作物名) (作物名) (作物名) (作物名) (作物名) (飼養形態) (飼養形態)

農山 山村 地域 地区 緑地 以外の市

村 域 街化区域 戸数 頭羽数 戸数 頭羽数

現状 対象地区

(平成 年度)

うち受益地

目 標 対象地区

(平成 年度)

うち受益地

（注）１．対象地区は、受益地を含む市町村等の出荷単位等とする。なお、市町村等が複数にわたる場合には、その合計を記入する。

２．受益地の範囲が対象地区の範囲と同じである場合は、「うち受益地」の欄は記入不要とする。

３．「各種指定等の状況」の欄において、「△（一部指定）」であった場合は、その一部指定の占める割合（％）を記述するとともに、指定、非指定の分かる資料（字の一覧表、色分けした地図等）を添付すること。

４．「事業対象作物と同じ作物区分内におけるその他作物の作付面積」の欄における作物区分とは、土地利用型作物、地域特産物、果樹、野菜、花きの５つの区分とし、当該欄には、事業対象作物以外のその同一区分の作物の作

付面積を記入すること。

５．「事業対象となる家畜飼養頭羽数等」の欄の飼養形態については、乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏、ブロイラーのいずれかを記入するものとする。なお、頭羽数については、常時飼養頭羽数とし、成畜換算によることとする。

６．「事業対象となる家畜飼養頭羽数等」の欄にあっては畜産部門の受益がない場合にあっては記入不要とする。また、必要に応じて記入欄を追加等するものとする。

７．その他、地域の立地条件（気象、地形条件）等で特に記述すべき事項があれば、添付等するものとする。

（その他、地域の立地条件）



第３ 事業の実施方針

１．事業実施地区における被災状況と課題

（注）事業実施地区における被災状況を踏まえ、生産、経営、流通に係る課題を幅広く数値等も交えて、具体的に記述すること。

２．課題を解決するための対応方針
（１）総括方針

（注）１の課題に対応させて記述すること。

（２）事業の詳細とその具体的な成果目標及び取組

事業の種類の詳細 ※震災により受けた被害、被災した施設の重要性及び復旧の必要性、被災施設の復旧と関連して整備する施設がある場合はその効果等
も含め、数値等を交え具体的に記述すること。

具体的な成果目標及び取組

目標 （例）処理能力の回復

成果目標の具体的な内容 （例）土地利用型作物（稲・麦）
事業実施により共同乾燥貯蔵調整施設の処理能力を被災前の水準に復旧する

具体的な取組の内容

具体的な数値等 現状（被災前）値： 目標値：

目標数値決定根拠 ※施設の処理能力を勘案し、関連施設の整備や施設の統廃合等を行う場合は具体的にどれだけの効果が期待され、その結果として、目
標をどれだけ達成できるのかを記入すること。

事後評価の検証方法 ※客観的な手法（方法）により検証できることを原則とする。
（現状値及び目標値の算出方法

（注）１．「具体的な成果目標」が複数ある場合は、「具体的な成果目標」の欄を適宜追加して記入すること。



（３）事業実施主体の自発的な取組内容と目標
具体的な取組内容と目標

具体的な数値等
現状及び課題 課題を解決するための目標 具体的な取組の内容 備考

（課題への対応等） 現状値 目標値 増減
（被災前） （増減率等）

（注）（２）以外の事業実施主体自らの自発的な取組について記述するものとする。



第４ 事業実施計画の詳細

１．整備事業実施計画詳細
（１）規模決定基礎等
ア．規模決定基礎

※災害復旧・再整備事業の規模決定（小規模土地基盤整備等の規模、導入する機械の能力、台数、施設の規模、処理能力、附帯施設の能力、数量等）をした計算過程をその根拠
となる栽培面積、生産量、処理・加工量、出荷量、育苗期間、植付期間、収穫期間、出荷期間、利用計画、機械･施設等の能力、再編に係る機械･施設の能力等の具体的な数値
を用いて記載すること｡

イ．事業実施場所等

事業の内容（施設等名） 事業実施箇所 面積 備考

（市町村） （番地） （㎡）

（２）施設等の復旧・再整備及び再編後の利用計画等
ア．被災前の施設等の利用状況

事業の内容 受益農家 受益面積処理量 利用の状況に関する説明
実施年度 事業等名 事業実施主体名 規模・能力 仕 様 事 業 費

（機械・施設名等） 戸数 (ha、t) 利用率（％）

（注）１ 被災した機械・施設について記入する。
２ 「事業等名」の欄には、具体的な事業名、資金名、自費等を記載する。
３ 「利用率」の欄は計画時点の処理量に対する被災前処理量で表す。
４ 「利用の状況に関する説明」の欄には、既存の機械・施設を含め再編を行う場合はその理由を簡潔に記述する。（利用率＝実際の使用÷計画目標）
５ 再編整備を行う場合は、被災施設と関連施設の関係について概念図を添付する。



イ．再整備及び再編後の施設等の利用計画
（ア）機械・施設利用計画

施設・ 作目及び作物・ 利用期間 利用日数 月別利用計画 年間処理・
備 考

機械名 畜種名 現在 目標 現在 目標 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 生産量

月旬 月旬 日 日

～ 月 ～月

（注）月別利用計画の欄については以下の点に留意し、記載すること。
１ 共同利用施設について、
（１）乾燥調製施設、穀類等乾燥調製貯蔵施設、農産物処理加工施設、畜産物処理加工施設、集出荷貯蔵施設、農業廃棄物処理施設等については、原則としてその処理量（ｔ
もしくはkg）を記載すること。

（２）共同育苗施設については、原則としてその供給量（箱もしくは本数）を記載すること。
（３）用土等供給調製施設等については原料供給量（ｔもしくはkg）及び生産量（ｔもしくはkg）を併記すること。
（４）産地管理施設、農産物被害防止施設、生産技術高度化施設、種子種苗生産関連施設等については、その内容に応じた客観的指標（単位は任意）もしくは具体的内容（作
業体系）を記述すること。

２ 共同利用機械については、利用面積もしくは稼働面積（ha）等を記入し、必要に応じて、作業体系図等を添付すること。

（イ）施設利用計画（施設再編に伴い施設を導入する場合は以下も記入すること。）

当該施設の受益面積等 当該施設の受益面積等 当該施設の目標年度の処理量
施設の種類

（現行） 地区の （目標） 地区の 処理量の過去３カ年の実績
（施設名、事業対象 区分 備 考

（ha若しくは カバー率 （ha若しくは カバー率 ３年前 ２年前 前年度
作物等名） 利用率 利用率 利用率

頭羽数） 頭羽数） a b b/a c c/a d d/a

施設名 作物・畜 ha % ha % t t % t % t %
種名

既存施設

本事業の
導入施設

計

（注）１．新たに本事業で施設を導入する事業実施地区において、本事業で導入する施設・機械及びその他補助事業等で導入した同種の施設について、事業対象作物別に記入する。
２．「既存施設」の欄は、現在まで各種補助事業等で導入した、作物別の施設とし、その施設が複数ある場合は、欄を適宜区分してすべて記入する。
３．カバー率は、当該地区の作付面積（若しくは頭羽数）に対する当該施設の受益面積（若しくは受益の頭羽数）の比（%）を記入する。
４．なお、コスト低減、経費の節減等の観点から事業計画の外、当該施設を利用可能な他作物についての利用が図られているものについては、「備考」の欄に記入する。
５．参考として、市町村又は農協管内の当該施設に係る施設設置状況及びカバー率がわかる資料を添付する。
６．「共同利用機械」の場合は本様式を適宜変更し記入する。
７．米麦のカントリーエレベーター又はライスセンターを整備する場合には、籾又は麦の荷受体制づくりに関して、コンバインの利用状況及び計画として、（ウ）の機械利用
計画を作成・添付すること。



（ウ）機械利用計画（機械導入（再整備）の際には以下も記入すること。）
機 械 名：

個人所有機械 共同所有機械 計
備 考

規格 台数 利用面積等 利用農家数 規格 台数 利用面積等 利用農家数 利用面積 利用農家数 ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ数

既存 台 ha 戸 台 ha 戸 ha 戸
個人利用

共同利用

計

目標 個人利用
年度

共同利用
特定高性能農業機

本事業で導 械導入計画の下限
入する機械 面積： ｈａ

計

（注）１．「個人所有機械」の欄は、所有形態が個人所有であるものを記入すること。
２．「共同所有機械」の欄は、所有形態が共有又は組織有であり、複数の農家で所有するものを記入すること。
３．「規格」の欄は、規格・能力別に段を分けて記入すること。
４．「オペレーター数」の欄は、当地区のｵﾍﾟﾚｰﾀｰの確保状況を記入すること。
５．「既存」の欄は、新たに本事業で機械を導入する事業実施地区について、同種で現在利用可能な機械のすべてについて、利用する作物ごとに記入すること。ただし、土
壌土層改良機械については作物ごとに分ける必要はない。

６．「目標年度」の欄は、「既存」の欄で記入した台数のうち、事業の目標年度まで利用せずに処分する台数を除いた値を記入すること。
７．「個人利用」の欄は、利用形態が機械所有農家の農地(借地を含む)での利用だけに限るものを記入すること。
８．「共同利用」の欄は、利用形態が作業受委託により複数の農家において利用を行うものを記入すること。
９．「本事業で導入する機械」の欄において、１台当たりの稼働能力（面積）は、原則として都道府県の特定高性能農業機械導入計画の下限面積を下回らないものとする。
10．備考欄には、本事業で導入する機械の有効利用計画として、地区外からの受託等に係る利用面積及び地区内の事業対象作物以外の作物への利用がある場合、その作物名
及び面積を記入すること。また、都道府県の特定高性能農業機械導入計画の下限面積を記入すること。

11．本様式では事業実施地区における機械の所有形態及び利用形態を表すのが不可能な場合は、本様式に準じて様式を作成し、備考等にその内容を記載すること。

（エ）機械・施設の貸付に関する計画

対策事業名 事業種目名 対象機械・施設名 受益農家戸数 貸付対象 貸付期間 管理の役割分担

例 例 例
○○運営組合 年間通じて貸付 通常の保管場所

整備点検の実施者
水稲収穫期間



ウ．機械・施設の施行方法及び施工業者選定方法の計画

施 行 方 法

施 工 業 者 選 定 方 法

入札（競争見積）に 指名業者選定の考え方
よる場合

指名候補業者名

入札立会予定者

随意契約による場合 随意契約を選択する理由

価格の適正性の判断基準

候補業者名

（注）１．記入にあたっては、「農業・食品産業競争力強化支援事業補助対象事業事務及び補助対象事業費の取扱いの制定について」（平成１７年４月１日付け１６生産第8263号農
林水産省総合食料局長、経営局長、生産局長通知）第１の１から４までに注意すること。

２．工種毎（土木工事、建築工事、製造請負工事等）で施行方法が違う場合は、工種毎に区分して記入すること。
３．「施行方法」欄は、「直営施行」、「請負施行」、「委託施行」、「系統施行」のいずれかを記入する。
４．「施工業者選定方法」欄は、「一般競争入札」、「指名競争入札」、「系統施行における競争見積」、「随意契約」のいずれかを記入する。
５．「指名業者選定の考え方」欄は、指名競争入札又は系統施行による競争見積を予定する場合に、どのような基準及び条件によって業者を指名するのか、その考え方を記
入する。

６．「指名候補業者名」欄は、当該事業の計画策定時点における指名候補業者名をすべて記入する。
７．「入札立会予定者」欄は、行政機関（都道府県及び市町村）から入札への立会が予定されている場合に入札立会予定者の所属及び役職名を記入する。
８．「随意契約を選択する理由」欄は、随意契約を選択する合理的な理由を記入する。
９．「価格の適正性の判断基準」欄は、随意契約価格が適正であることをどのように判断するのかを記入する。
10．「候補業者名」欄は、当該事業の計画策定時点における候補業者名を記入する。

エ．不動産取得税及び固定資産税の課税標準の特例措置の活用見込み

課税標準の特例措置の活用見込み 不動産取得税 固定資産税

（注）１．活用する見込みのものを「○」で囲むものとする。
２．不動産取得税の課税標準の特例措置とは地方税法附則第１１条１項の特例措置であり、農業協同組合、農業協同組合連合会及び農事組合法人等が政府の補助を受けて取
得した農林漁業経営の近代化又は合理化のための農林漁業者の共同利用に供する保管、生産及び加工の用に供する施設が対象である。

３．固定資産税の課税標準の特例措置とは地方税法第３４９条の３第４項の特例措置であり、農業協同組合、農業協同組合連合会、農事組合法人等が５００万円以上の政府
の補助を受けて取得した農林漁業者の共同利用に供する機械及び装置で1台又は1基の取得価額が３３０万円以上のものが対象である。

オ．各種制度資金の利用計画
１．農業近代化資金 借入資金額 千円
２．農林漁業金融公庫資金 借入資金額 千円
３．その他資金名（具体的な資金 ） 借入資金額 千円
（注）国の補助及び都道府県、市町村の負担を除く事業実施主体の負担において、借入計画がある場合は資金別に記入する。



（３）補助対象上限事業費計算表

機械・施設の 交付対象の単位 交付対象事業費 交付対象外事業費
上限事業費対象 処理能力・

対象作物等 種類・規模等 あたり上限事業費 上限事業費 知事特認に (対象外事業内訳) 事 業 費 備 考
機械・施設名 係る事業費

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ×Ｂ Ｄ Ｅ Ｃ＋Ｄ＋Ｅ

千円 千円 千円 千円 千円

（注）１．実施要領別記第３の２の（５）のウ、第４の２の（４）のウ及び第５の７の（２）によって補助対象となる上限事業費が定められている機械・施設を整備する場合は、
この表を作成し、事業実施計画書とともに提出するものとする。

２．交付対象の単位あたり上限事業費Ｂの欄は、実施要領第３の２の（５）のウ、第４の２の（４）のウ及び第５の７の（２）により定める額を記入する。ただし、上限単
価を超えて助成する必要があると知事が認める場合にあっては、その額を知事特認に係る事業費Ｄの欄に記入する。

３．交付対象外事業費Ｅの欄は、補助対象外事業費、消費税、設計費、系統施行管理料等とする。

（４）費用対効果分析（投資効率）
「強い農業づくり交付金及び農業・食品産業競争力強化支援事業における費用対効果分析の実施について」（平成１７年４月１日付け１６生産第８４５２号農林水産省総合食料局
長、経営局長、生産局長通知）及び「鳥獣被害防止総合対策交付金及び産地活性化総合対策事業（鳥獣被害対策支援事業）における費用対効果分析の実施について」（平成２０年
３月３１日付け１９生産第９４２６号農林水産省生産局長通知）により算出し、それを添付するものとする。ただし、施設の機能向上を伴わない現状復旧等のための整備事業にあ
っては、費用対効果分析の対象外とする。

（５）添付資料
ア 事業実施地区の位置図
イ 機械・施設等の配置図、平面図、事業費の積算（概略設計）、見積書（２社以上）、導入機械施設のカタログ
ウ 管理運営規定等
エ 収支計画
オ 農家意向調査結果
カ 果樹の取組にあっては、産地計画（産地計画の策定になじまない場合を除く）
キ 野菜の取組にあっては、産地強化計画（産地強化計画がない場合はそれに準ずる資料）
ク その他県知事が特に必要と認めるもの
ケ 稲、麦、大豆等の共同利用施設の整備にあたっては、交付金実施要領別紙様式７号
コ 農業系副産物循環利用体制再生・確立施設の整備を実施する場合は、実施内容に応じて以下の整備計画書を添付

ただし、放射性物質検査設備の整備を堆肥センター、堆肥一時保管施設又は剪定枝等処理施設と一体的に実施する場合においては、別紙様式９号、別紙様式10号又は別紙様式
11号に放射性物質検査設備の整備内容を記載することとし、別紙様式12号の添付は不要とする。

（ア）堆肥センターの整備は交付金実施要領別紙様式９号
（イ）堆肥一時保管施設は交付金実施要領別紙様式10号
（ウ）剪定枝等処理設備は交付金実施要領別紙様式11号
（エ）放射性物質検査設備は交付金実施要領別紙様式12号



２．推進事業実施計画詳細
（１）リース方式による農業機械等の導入

交付金実施要領別添様式第１号による実施計画を添付

（２）鳥獣害被害防止活動
交付金実施要領別添様式第３号による実施計画を添付

（３）生産資材の導入等
交付金実施要領別添様式第５号又は第６号による実施計画を添付

（４）放射性物質の吸収抑制対策
交付金実施要領別添様式第７号による実施計画を添付

（５）農地生産性回復に向けた取組
交付金実施要領別添様式第８号による実施計画を添付

（６）低コスト・省力化技術等の導入支援
ア 検討会の開催計画

開催回数 開催時期 検討会の内容 検討会のメンバー

イ 栽培実証
栽培作物 実証ほの設置場所 実証する内容

（注）１ 実証ほの管理運営規定案を添付すること

ウ 調査・分析
事前調査の内容 効果検証のための調査・分析内容

（注）１ 具体的に記載することとし、必要に応じて資料等を添付すること

エ 販路開拓
販路開拓に必要な取組内容

（注）１ 具体的に記載することとし、必要に応じて資料等を添付すること

（７）品目転換等に係る試験栽培及び販路開拓への支援
ア 検討会の開催計画

開催回数 開催時期 検討会の内容 検討会のメンバー

イ 研修会等への参加
参加時期 参加人数 研修会等の内容



ウ 研修会等の開催
開催回数 開催時期 開催場所 研修会の内容

エ 普及啓発資料の作成
普及啓発資料の内容 作成部数 配布先

オ 栽培実証
栽培作物 実証ほの設置場所 実証する内容

（注）１ 実証ほの管理運営規定案を添付すること

カ 調査・分析
事前調査の内容 効果検証のための調査・分析内容

（注）１ 具体的に記載することとし、必要に応じて資料等を添付すること

キ 販路開拓
販路開拓に必要な取組内容

（注）１ 具体的に記載することとし、必要に応じて資料等を添付すること

（８）農業生産工程管理（ＧＡＰ）の導入
ア 協議会の開催

開催回数 開催時期 協議会の内容 協議会のメンバー

イ 研修会等への参加
参加時期 参加人数 研修会等の内容

ウ 研修会等の開催
開催回数 開催時期 開催場所 研修会の内容

エ 普及啓発資料の作成
普及啓発資料の内容 作成部数 配布先



オ 技術指導、調査・分析
技術指導、調査・分析の内容

（注）１ 具体的に記載することとし、必要に応じて資料等を添付すること

カ ＧＡＰの導入効果の検証
ＧＡＰの導入効果の検証方法

（注）１ 具体的に記載することとし、必要に応じて資料等を添付すること

（９）農業系副産物循環利用体制再生・確立
ア 協議会の開催

開催回数 開催時期 協議会の内容 協議会のメンバー

イ 実証ほの設置
施用する農業系副産物 実証ほの設置場所 実証する新用途の内容 放射性物質検査の対象物、回数等 廃棄物の処理方法

（注）１ 実証ほの管理運営規定案を添付すること

ウ 研修会等の開催
開催回数 開催時期 開催場所 研修会の内容

エ 普及啓発資料の作成
普及啓発資料の内容 作成部数 配布先

オ 交付金実施要領別記第２の１０の（１）のキを実施する場合は、交付金実施要領別添様式第１号による実施計画を添付

（10）自給飼料生産・調製再編支援
交付金実施要領別記第２の１１の（１）のアを実施する場合は別添様式第９号による実施計画、交付金実施要領別記第２の１１の（１）のイを実施する場合は別添様式第１号に

よる実施計画を添付

（11）家畜改良体制再構築支援
別添様式第１０号による実施計画を添付

(12) 落ち葉等有機質資材利用再開支援
交付金実施要領別添様式第１２号による実施計画を添付

(13) 公共牧場再生利用推進事業
交付金実施要領別添様式第１３号による実施計画を添付



第５ その他
１ 他事業との連携

事業区分(国､県単､その他具体的に) 事 業 名 事業実施主体 実施年度 事業費（千円） 事 業 内 容

（注）果樹又は茶等に係る事業については、事業実施市町村において実施又は計画されている樹園地の再編・基盤整備に関する事業（畑地帯総合整備事業、中山間地域総合整備事
業、元気な地域づくり交付金、樹園地の保有合理化に関する事業、その他これらに類する都道府県・市町村単独事業）等について記入し、事業内容の欄には、本事業の受益地
区との関係についても記入する。

２ 事業実施主体の概要及び活動状況
（事業実施主体が、農事組合法人、農事組合法人以外の農業生産法人、特定農業団体、その他農業者の組織する団体の場合で施設又は、機械を導入する事業を実施する場合に作
成する。）

（１）事業実施主体の概要
事業実施主体名：
事業実施主体の設立年、月：
事業実施主体の構成戸数： うち担い手の戸数
組織の経理を担当する者の人数：

（２）事業実施主体の活動状況
事業実施主体の今後の活動（事業実施年度までの活動も併せて記載する。）

（事業実施主体の今後の活動については、「規約」等を添付することにより、記載を省略できる。）
施設又は機械の利用料金の設定等についての考え方

（注）「組織の経理を担当する者の人数」は、最低１名は選任するようにする。


